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メディアの受容という受動的な形態あるいは運動への能動的な参加という形態にしろ，スコットランド
住民の相互作用を促進し，その結果としてスコットランドという社会が前意識化されるに至ったこと
が，上述した選挙結果を生んだ要因の一つであることは論を俟たないのではないだろうか5）。

注

1）	 髙橋誠（2015）第5節の写真①からは民主主義の赤字の解消，②からはイングランドでの急進右派政党の台頭と
イギリスのEU脱退への懸念，③は認識しづらいが反核の横断幕を確認できる。

2）	 蛍の光の原曲。詩は国民詩人ロバート・バーンズによるもの。
3）	 ネーションの再生産とも言えるかもしれない。
4）	 マルチ・ナショナル国家（multinational	state）における多文化的ナショナリズム（multicultural	nationalism）

に関する研究はまだ少ない。Kymlicka（2011）はスコットランド，ケベック，カタルーニャなどにおけるシティ
ズンシップ政策の4つの可能性を提示している。

5）	 ただし，スコットランド国民党の議席数の急増が必ずしもスコティッシュ・ナショナリズムの高まりを意味す
るのではないという点は留意する必要がある。Eichhorn（2015）を参照。
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発達障害児早期発達支援のための	
Train–the–Trainer	（TTT）モデルの検討

松　　﨑　　敦　　子

1.　問題と目的
応用行動分析に基づく早期支援は，発達に遅れのある子どものさまざまな領域の発達を促進する

（Centers	for	Disease	Control	and	Prevention,	2014）。応用行動分析は，個人と環境との相互作用を「先
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行刺激–行動–後続刺激」の枠組みで捉え，環境側の刺激が行動に与える影響を分析する。その分析結
果をもとに，先行刺激と後続刺激を最適化し，ターゲットとする行動の獲得を促す（山本・松﨑,	
2014）。我が国でも応用行動分析に基づく早期発達支援は実施され，その効果が示されてきた。しかし，
支援の提供は一部の大学や団体などに限られており，支援を必要とする子どもの数には足りていない。
そのため，エビデンスに基づく支援を実施できる人材の育成が喫緊の課題である（井上，2009）。

人材育成の一つの方法として，障害児支援の知識と経験を持つ教師や保育士を対象に研修が実施さ
れ，その効果が示されてきた（Kohler,	Anthony,	Steighner,	&	Hoyson,	2001）。今後は更に，こうした
研修プログラムを継続的に実施し，地域に広く普及させるためのシステムの構築が必要である。

そこで本研究では，さまざまな学術領域で利用されているTrain-the-Trainer（TTT）モデルを用い
た支援者研修プログラムを作成・運用し，参加者の知識と技術習得に対する効果を検討した。TTTモ
デルは，研修に参加した受講者（以後トレイニーと表記）が，次の研修において指導者（以後トレイ
ナー）となり，研修を実施していくモデルである。著者らはこれまでの研究において，第1世代（松
﨑・山本，2015），第2世代（松﨑・山本，2014）の研修を実施し，その効果を示してきた。本研究で
は第3世代の研修を実施し，支援技術および知識に対する効果を検討した。

2.　方法
2.1　参加者
2.1.1　トレイナー．著者らが実施した研修に第2世代トレイニーとして参加し，介入終了1か月後の
フォローアップ評価においても支援技術の維持が確認された4名が参加した。そのうち3名（トレイ
ナーA,	B,	C）は特別支援学校教諭で，1名（トレイナーD）は臨床心理士だった。
2.1.2　トレイニー．特別支援学校教諭3名（トレイニーA,	B,	C）と臨床心理士1名（トレイニーD）
が参加した。トレイニーは全員応用行動分析に関する講座を受けたことがあり，三項随伴性や支援技法
など応用行動分析の基礎知識を有していた。しかし支援技術に対するフィードバックは受けたことがな
かった。
2.1.3　参加児．6歳から9歳の男女4名が参加した。診断名は自閉症2名，精神遅滞2名だった。
2.1.4　ペアリング．研修はトレイナーAがトレイニーA，トレイナーBがトレイニーBを，トレイナー
CがトレイニーCを，トレイナーDがトレイニーDを担当した。トレイナーとトレイニーはそれぞれ同
じ学校または療育施設に勤務していた。
2.1.5　スーパーバイザー．著者がスーパーバイザーとして全ての研修プログラムに参加した。スー
パーバイザーは臨床発達心理士で，応用行動分析に基づく支援に関しては，個別療育や保育者トレーニ
ングに関する実践と研究を4年間実施していた。

2.2　研究デザイン
トレイニーの支援技術は，参加者間マルチベースラインデザインを用いて評価し，トレイニーの知識

は，pre-post	testデザインを用いて評価した。

2.3　研修プログラム
研修プログラムは，講義，ロールプレイ，実践トレーニング，ビデオフィードバックで構成した。スーパー
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バイザーが講義を，トレイナーがロールプレイ，実践トレーニング，ビデオフィードバックを担当した。
2.3.1　資料．研修実施に先立ち，スーパーバイザーがトレイニーに資料（テキスト「応用行動分析の
基礎」「支援テクニック」「フィデリティ解説」，フィデリティリスト，トレイナーフィデリティリスト，
学習課題リスト）を電子メールで配布し，熟読するようを指示した。「応用行動分析学の基礎」は行動
の機能と種類，行動随伴性の分析，支援の手順等を記載した資料，「支援テクニック」は環境整備，指
示の出し方，課題の選び方と進め方，強化，問題行動への関わり方等を記載した資料，「フィデリティ
解説」はフィデリティリストの各項目に対し，説明と具体例を記載した資料である。フィデリティリス
トは，支援技術を項目化したもので，環境整備，先行刺激の提示方法，課題設定，強化刺激の提示方法，
問題行動への対応の5モジュール，計42項目で構成した。トレイナーフィデリティリストは，トレイ
ナーの指導方法を項目化したもので，実践トレーニングとビデオフィードバックの2モジュール，計15
項目で構成した。学習課題リストは，応用行動分析学に基づく初期コミュニケーション発達支援を目的
とした「慶應早期発達支援プログラム2010」（山本・松﨑,	2010）	に含まれる，子どもの学習課題をリ
スト化した資料である。
2.3.2　講義．90分の講義を実施した。講義では，配布資料「フィデリティ解説」を，具体例を交えて
説明した。配布資料の「応用行動分析の基礎」「支援テクニック」に関しては，トレイニーに質問の有
無を確認し，質問があればそれに回答した。
2.3.3　ロールプレイ．30分のロールプレイを実施した。ロールプレイでは，実践トレーニング場面を
想定して，教材の選択，配置方法，役割の確認，支援技術の練習などを行った。
2.3.4　実践トレーニング．各50分の実践トレーニングを4回実施した。実践トレーニングでは，トレ
イニーが参加児への個別療育を行い，トレイナーはフィデリティリストに基づきトレイニーにフィード
バックした（方法は以下に記す）。スーパーバイザーはビデオ撮影者として同席した。
2.3.5　ビデオフィードバック．実践トレーニング2回毎に，各1時間，トレイナー，トレイニー，スー
パーバイザーが参加してビデオフィードバックを実施した。参加者全員で実践トレーニングの映像を観
察し，活動の内容と支援の効果について意見を交換した。

2.4 　TTTモデル
本研修実施に際し，スーパーバイザーとトレイナーで1時間のミーティングを行った。ミーティングで
は，研修実施方法を説明し，トレイナーからの質問に回答した。研修実施方法を以下に示す。
2.4.1　講座．スーパーバイザーが担当し，トレイナーも同席した。
2.4.2　ロールプレイ．参加児の興味，発達レベル，学習課題を考慮し，教材とおもちゃを複数用意し
た。ロールプレイでは，トレイニーが実践トレーニング場面をイメージできるようトレイナーが参加児
の行動を予測して伝え，求められる支援技術をモデリングとして提供した。トレイニーはトレイナーを
相手に，個別療育のシミュレーションをした。
2.4.3　実践トレーニング．各参加児の学習課題および標的行動は，学習課題リストを参考に，トレイ
ニーとトレイナーで決定した。フィードバックの方法は「トレイナーフィデリティリスト」に記載した
が，（a）環境整備，（b）先行刺激，（c）課題設定の項目に関しては，まず口頭で指示をし，口頭の指示
でトレイニーが対応できない場合には，トレイナーが支援のモデルを示した。（d）強化刺激，（e）問
題行動への対応の項目に関しては，参加児が行動した直後に対応することが重要であるため，トレイ
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ニーが適切に対応できなかった場合には，まずトレイナーが支援のモデルを見せ，その後，観察のポイ
ントや理由を説明した。
2.4.4　ビデオフィードバック．トレイナーがファシリテーターとなり，実践トレーニングにおいてう
まくいった場面，改善の余地がある場面のビデオ映像を見ながら，トレイニーに支援方法を指導した。
必要であれば，トレイナーが子ども役となり，支援の練習も行った。スーパーバイザーも同席し，適宜
意見を述べた。

2.5　評価方法
2.5.1　支援技術の評価．介入実施前に事前評価を，介入終了から3 ヶ月以内に事後評価を行った。事
前評価および事後評価では，担当児に対する個別的関わりの様子を20分～50分間ビデオ撮影してもら
い，そのビデオ映像を10分毎にフィデリティリストを用いて評価した。実践トレーニング時の支援技
術評価は，セッション開始後10分間の映像を評価対象とし，その10分間はトレイナーからのフィード
バックを行わなかった。

評価は，著者の指導教授の研究室に所属する研究アシスタント1名と著者の計2名が担当し，フィデ
リティリストの各項目を「できる＝1点」「できない＝0点」としてモジュール毎に得点化し，得点率

［（合計得点÷評価対象項目数）×100］を算出した。項目が該当しない場合（例えば，問題行動への対応
項目で，問題行動自体が起こらなかった場合など）には「該当せず」とし，評価の対象外とした。達成
基準は，85%とした。
2.5.2　知識の評価．著者らが作成した早期発達支援に関する知識テストを，介入前後に実施した。知
識テストの問題は応用行動分析学の基礎知識，初期コミュニケーション発達，問題行動への対応方法に
関して記述式で回答を求めた。

3.　結果
3.1　支援技術の評価．図1にトレイニー 4名の支援技術得点率の推移を示した。事前評価と事後評価
の平均値を比較すると，トレイニーAが59%から70%，トレイニーBが56%から81%に，トレイニーC
が26%から52%に，トレイニーDが76%から100%に上昇し，研修実施後，全てのトレイニーの得点率

図1．トレイニー 4名の支援技術獲得の推移
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が上昇した。しかしながら，達成基準の85%に達したのは，トレイニーDのみであり，この点に関し
ては第1世代，第2世代と大きく異なった。なお，実践トレーニングでは，全ての評価を通じて参加児
の問題行動は生起しなかったため，問題行動への対応モジュールは，評価から除外した。
3.2　知識の評価．事後評価において，全てのトレイニーの点数が上昇した。

4.　考察
本研究では，過去に著者らが実施した研修にトレイニーとして参加した4名が，トレイナーとして次

の研修を行うTTTモデルを実施し，トレイニーの支援技術および知識の獲得に対する効果を検討した。
介入の結果，トレイニーの支援技術が非常に短時間で向上したことが示された。また，応用行動分析

に基づく発達支援に関する知識も，4名ともに向上した。このことから，本研修プログラムは，TTTモ
デルによっても，トレイニーの支援技術と知識を向上させる効果があることが示された。しかしなが
ら，支援技術が達成基準に達したのはトレイニーD（心理士）1名のみで，この点に関しては第1世代，
第2世代の研究と大きく異なる結果となった（松﨑・山本，2014;	松﨑・山本，2015）。本研修プログラ
ムでは，トレイニーの課題を明記し（フィデリティリスト），トレイナーの役割を明記し（トレイナー
フィデリティリスト），講義と実践トレーニングを行ったが，同じ研修を実施しても支援技術の獲得に
個人差があるということが示された。この結果は，事前評価時の平均得点が第1世代（62%），第2世代

（68%）と比べて低かった（55%）ことも影響していると考えられるが，今後詳細な分析をしていくこ
とでその要因を明確にし，各トレイニーの個別性に応じた分岐型の研修プログラムを作成する必要があ
ることが示された。

効果的な研修を実施することで，教師や心理士はエビデンスのある支援方法の知識と技術を習得する
ことができ，また子どもは効果的な支援を地域で受けることが可能となる。今後も，効率性と継続可能
性の高い研修プログラムのあり方を模索していく。
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